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１．震災・原発事故からの復活 

国民的議論 

来春 戦略の選択肢 

関係会議体 
（原子力委員会、総合エネ調、

中環審等） 
が選択肢の原案策定 

発電コスト 

・原発には社会的費用 
・再エネ・コジェネ等分散型 
 電源に潜在力 
・省エネコストも試算 等 

東北メディカル・ 

メガバンク計画 

東北観光博 

（仮称） 

革新的な医薬品・
医療機器等の開発

推進 

被災地での 
新成長戦略の 
先取り 

再生可能エネルギー 

導入・研究開発拠点 

イノベーション 

【復興】 【エネルギー・環境】 

産業・雇用の創出 

地域資源を活用 

したエネルギー 

供給システム 

PPP/PFI 

災害に強い 

情報通信インフラ 

 来夏 戦略の全体像 

年末 戦略の基本方針 

被災地の復興を日本再生の先駆例として、新成長戦略を先取り実施。 
原発への依存度を下げていく中で、エネルギーフロンティアを開拓する 

とともに、温暖化対策の基本方針を策定。 
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２．経済成長と財政健全化の両立 

  政府 
 日本銀行 

名目成長率３％
程度 

諸外国 
国際機関 

実質成長率２％
程度 

現役世代 

デフレの 

終結 

欧州の政府
債務危機 

少子高齢化、雇
用基盤の変化 

警戒感を共有し、
緊密に連携。 

社会保障制度 

や財政への 

安心感・信頼感 

将来世代 

経済成長 
財
政
収
支
悪
化 

名目成長率３％程度、実質成長率２％程度を目指す。 
社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成のため、 

社会保障・税一体改革成案を早急に具体化。 

為替市場の
過度な変動 

・フロンティア開拓 
・人材育成 
・若者、女性、高齢者  
 等の就労促進   
        等 

財政健全化 

・番号制度の早急  
 な整備、 
・社会保障・税一 
 体改革成案を 
 早急に具体化 
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３．新成長戦略の実行加速と強化・再設計 
更なる成長力強化のための取組：経済連携の推進と世界の成長力の取り込み 

幅広い国々との経済連携を戦略的かつ多角的に推進。 
国内の事業環境の整備と、アジアを中心とした世界でのビジネス展開の拡大。 

成長の果実を国内に還流させ、我が国のアジア拠点化を実現。 

◆ 立地補助金の活用等による競争力強化 

◆ 中小企業の海外展開支援等 

◆ グローバル化等を踏まえた民法改正 

◆ 円高メリットの活用による海外M&Aの 
 促進、資源確保等 

◆ パッケージ型インフラ海外展開の拡充 

◆ クールジャパンの推進 

◆ EPA/FTAの推進 
◆ 投資協定、租税条約、社会保障協定 
◆「偽造品の取引防止に関する協定」の 
 早期発効等 

◆ 国際戦略総合特区の活用 

◆アジア拠点化の推進 

◆ ポイント制の早期実施 

◆ 看護師・介護福祉士候補者受入れ 


